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い
ま
、
再
び
地
球
環
境
を
考
え
る
⑤

地
球
温
暖
化
対
策

の
動
向
を
探
る

環
境
税
の
導
入
と
排
出
権
取
引
の
実
態

町
民
の
力
で
復
活
を
遂
げ
た

天
下
の
名
紙

杉
原
紙
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1
9
9
7
年
12
月
に
京
都
で
開
か
れ
た
「
温
室
効
果
ガ
ス
に
関

す
る
京
都
議
定
書
」
の
合
意
か
ら
、
ま
も
な
く
10
年
を
迎
え
る
。

い
よ
い
よ
、
2
0
0
8
年
か
ら
2
0
1
2
年
の
5
年
間
で
、
温

室
効
果
ガ
ス
6
種
類
の
排
出
量
の
削
減
目
標
の
実
施
と
な
る
の

だ
が
、
果
た
し
て
そ
の
成
果
は
？
　
環
境
税
の
導
入
、
排
出
権

取
引
に
注
目
し
て
動
向
を
探
っ
た
。

折
し
も
5
月
半
ば
の
新
聞
に「
独
企
業
の
省

エ
ネ
進
む
　
二
酸
化
炭
素
の
削
減
目
標
達
成
」

と
い
う
大
き
な
見
出
し
が
目
に
飛
び
込
ん
で
き

た
。
記
事
の
冒
頭
に
は
、
欧
州
連
合（
Ｅ
Ｕ
）の

排
出
権
取
引
制
度
に
基
づ
く
2
0
0
5
年
の

企
業
に
よ
る
二
酸
化
炭
素
の
排
出
実
績
で
、
ド

イ
ツ
の
排
出
量
が
規
制
上
限
を
大
幅
に
下
回
っ

た
と
明
記
。
英
国
、ス
ペ
イ
ン
、
イ
タ
リ
ア
は
上

限
を
突
破
し
た
も
の
の
、Ｅ
Ｕ
と
し
て
は
京
都

議
定
書
で
義
務
付
け
ら
れ
た
温
室
効
果
ガ
ス
の

削
減
努
力
が
順
調
に
進
ん
で
い
る
と
続
く
内
容

で
あ
る
。
つ
ま
り
、
環
境
汚
染
を
伴
う
あ
ら
ゆ

る
生
産
、
サ
ー
ビ
ス
の
価
格
に
環
境
汚
染
に
よ

っ
て
発
生
す
る
被
害
な
ど
を
含
む
社
会
的
費
用

を
反
映
す
る
こ
と
が
前
提
と
な
る
が
、
現
実
は

異
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
環
境
税
の
導
入
で
得
ら
れ
た
税
収

で
、
所
得
税
や
法
人
税
な
ど
一
般
的
な
税
を
軽

減
し
経
済
全
体
の
効
率
性
を
高
め
る
こ
と
も
で

き
る
。
た
と
え
ば
、
環
境
税
の
収
入
で
企
業
な

ど
が
負
担
し
て
い
る
雇
用
者
の
社
会
保
障
費
を

軽
減
す
れ
ば
、
環
境
汚
染
物
質
の
削
減
と
雇
用

地
球
温
暖
化
対
策
の

動
向
を
探
る

環
境
税
の
導
入
と
排
出
権
取
引
の
実
態

いま、再び�
地球環境を�
考える⑤�

だ
っ
た
。

さ
て
、
京
都
議
定
書
の
実
行
期
が
近
づ
く

今
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
の
削
減
に
つ
い

て
、
環
境
税
の
導
入
の
賛
否
、
排
出
権
取
引
の

現
状
な
ど
を
踏
ま
え
て
調
べ
て
み
た
。

環
境
税
の
目
的
と
は

経
済
活
動
の
中
で
発
生
す
る
環
境
汚
染
が

社
会
に
も
た
ら
す
費
用
は
、
そ
も
そ
も
個
々
の

経
済
活
動
の
市
場
価
格
に
盛
り
込
ま
れ
る
べ
き
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て
い
る
。
一
方
、
過
去
の
日
本
の
大
気
汚
染
防

止
対
策
で
実
施
し
た
硫
黄
酸
化
物
、
窒
素
酸
化

物
の
直
接
的
な
生
産
・
使
用
規
制
の
よ
う
に
、

直
接
的
な
抑
制
策
は
大
き
な
成
果
を
挙
げ
た
。

そ
の
背
景
に
は
、
当
時
は
間
接
的
な
規
制
の
平

等
な
有
効
性
に
対
す
る
疑
問
が
あ
り
、
さ
ら
に

被
害
が
直
接
人
命
に
か
か
わ
っ
て
い
た
こ
と
か

ら
、
迅
速
な
対
応
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
か
ら
だ

が
、
昨
今
で
は
経
済
的
手
法
と
い
わ
れ
る
環
境

税
の
導
入
が
日
本
で
も
検
討
さ
れ
始
め
た
。

二
酸
化
炭
素
の
排
出
に
よ
る
地
球
温
暖
化
は
、

Ａ．
被
害
の
場
所
が
汚
染
物
質
の
排
出
場
所

と
関
係
が
な
く
、
排
出
を
抑
制
す
る
場

所
を
指
定
し
に
く
い

Ｂ．
排
出
量
が
ほ
ぼ
燃
料
の
消
費
量
に
比
例

す
る

Ｃ．
排
出
濃
度
の
規
制
が
難
し
い

Ｄ．
地
球
温
暖
化
は
顕
著
に
現
れ
に
く
い
と

い
う
特
徴
を
持
ち
、
経
済
的
手
法
の
有

効
性
が
高
い

な
ど
の
特
徴
が
あ
げ
ら
れ
る
。

Ａ
は
排
出
抑
制
対
策
を
最
小
の
負
荷
で
行

え
る
場
所
が
あ
れ
ば
、
そ
の
場
所
で
排
出
を
抑

■石油諸税の税収・使途（平成16年度予算）�

ガソリン税　3兆1,400億円�

軽油引取税　1兆1,000億円�

石油ガス税　300億円�

航空機燃料税　1,100億円�

石油石炭税　4,800億円�

石油関税　400億円�

税収合計　4兆9,000億円�

道路整備　4兆2,400億円�

空港等整備　1,100億円�

石油対策　3,700億円�

エネルギー需給構造高度化対策　2,400億円�

石炭対策　500億円�

使途合計　5兆100億円�

出所：石油連盟「今日の石油産業（2004年4月）」�

■環境税シミュレーションの計算手順�

参照ケースのＣＯ2排出量�

エネルギー間競合モデル�
目標達成に必要な税率の計算�

税率、税収および�
各エネルギーの価格の上昇率�

マクロ経済モデル�

国内経済（ＧＤＰ、物価、�
雇用等）への影響の計算�

貿易モデル�

商品別の輸出入の計算�

産業連関モデル�

産業別の生産価格上昇率�
および生産額の計算�

ＧＤＰ、賃金�

産業別生産価格�

商品別輸出入�

ＧＤＰ、一般物価、産業別生産額�

エネルギー間競合モデル�
目標達成に必要な税率の再計算�

税率の変化が�
著しいか�

計算終了�

ＣＯ2排出抑制目標�
環境税の課税方式�

Ｙｅｓ�

Ｎｏ�

出所：服部、永田、若林、大
河原「環境税導入の日本経
済、エネルギー需要に及ぼ
す影響」電力中央研究所報
告Ｙ01007（2001年9月）�

の
増
加
を
同
時
に
達
成
で
き
二
重
の
配
当
が

可
能
と
な
る
が
、
こ
れ
は
環
境
税
に
限
っ
た
特

長
で
は
な
い
。
た
だ
、
実
用
性
は
非
常
に
高
い

と
考
え
ら
れ
る
。

経
済
的
手
法
に
頼
る

排
出
抑
制

環
境
税
の
導
入
に
は
環
境
汚
染
物
質
の
排
出

抑
制
と
い
う
大
き
な
目
的
が
あ
る
。
近
年
、
二

酸
化
炭
素
の
排
出
抑
制
策
の
主
流
は
、
環
境
税

や
排
出
権
取
引
と
い
う
経
済
的
手
法
が
と
ら
れ
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か
ね
な
い
。
そ
こ
で
、
多
く
の
導
入
国
が
さ
ま

ざ
ま
な
特
例
措
置
を
実
施
し
て
い
る
。
例
え
ば
、

産
業
用
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
つ
い
て
は
一
部
の
燃

料
を
非
課
税
に
し
た
り
、
産
業
用
と
民
生
用
で

税
率
に
差
を
つ
け
た
り
、
あ
の
手
こ
の
手
の
減

免
措
置
を
と
り
均
衡
を
図
っ
て
い
る
が
、
各
国

の
産
業
部
門
の
二
酸
化
炭
素
の
排
出
量
は
、
各

国
に
お
い
て
大
き
な
割
合
を
占
め
る
た
め
、
大

幅
な
減
免
措
置
は
、
結
果
と
し
て
環
境
税
の
導

入
に
よ
る
二
酸
化
炭
素
の
排
出
量
の
削
減
効
果

を
小
さ
く
し
て
し
ま
う
。

減
免
措
置
を
と
ら
ず
、
国
際
競
争
力
の
差
を

な
く
す
た
め
に
は
、
途
上
国
を
含
む
世
界
中
が

同
率
の
環
境
税
を
課
さ
な
く
て
は
な
ら
な
い
の

だ
が
、
現
在
で
は
地
球
温
暖
化
問
題
は
、
先
進

国
の
責
任
と
い
う
概
念
が
先
に
た
ち
、
途
上
国

の
協
力
は
得
ら
れ
る
見
通
し
が
立
た
な
い
の
が

現
状
で
あ
り
、
ま
す
ま
す
国
際
競
争
力
に
差
を

生
じ
る
傾
向
に
あ
る
。

ま
た
、
環
境
税
の
導
入
に
際
し
、
既
存
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
税
制
と
の
関
係
を
再
検
討
す
る
必
要

が
生
じ
て
い
る
。
と
り
わ
け
、
ト
ラ
ッ
ク
運
送
業

界
は
す
で
に
9
種
類
も
の
自
動
車
関
係
諸
税
を

負
担
し
て
い
る
た
め
、
環
境
税
を
単
純
に
上
乗

ｔ2という低率の税を課して排出量をＱ2まで削減すると、その税収は
（ＯＤＥＦの面積）となる。それを、等しい面積に相当する補助金（Ｂ
ＥＧの面積）で支出することで、Ｑ1まで排出量を減らすことができる。
このとき、ｔ2はＱ1まで税のみで削減する場合の税率ｔ1よりもはるか
に低くてすむという机上の論理。

■低率の税と補助金の組み合わせ�

限界削減費用曲線

排出

費
用（
税
）

C

t1 B

t2

0 Q1 Q2 Q0

GE

D

F

■環境税の国内経済への波及経路�

環境税� 政府� 家計�
税収還流� 実質所得の減少による�

消費選別、需要減退�
減税による所得減少の緩和�

公共投資による�
需要の創出�

一般物価�
の上昇�

需要の減少�

海外�
一般物価の上昇�

国内産業�
エネルギー産業�

非エネルギー産業�

エネルギー財
の価格上昇と
生産減少�

エネルギー価格
上昇を反映した
生産物価格上昇�

出所：永田、服部、星野、若林「税制による二酸化炭素排出削減の影響分析」�

電力中央研究所報告Ｙ03020（2004年4月）�

輸出需要の減少�
輸入は増える産業と
減る産業に分かれる�

価格競争力の低下による
輸入の増加、国内需要の
減少による輸入の減少�

価格競争力の低下による
輸出の減少、産業空洞化�

制
す
る
と
、
地
球
全
体
の
削
減
費
用
な
ど
を
最

小
限
に
で
き
る
。
Ｂ
か
ら
推
測
で
き
る
こ
と
は
、

燃
焼
技
術
に
関
係
な
く
燃
料
の
消
費
量
だ
け

を
算
出
す
れ
ば
い
い
こ
と
に
な
る
。
結
果
、Ａ
と

Ｂ
か
ら
考
え
ら
れ
る
の
は
、
二
酸
化
炭
素
の
排

出
量
や
抑
制
量
を
考
慮
ぜ
す
に
環
境
税
の
税

率
を
調
整
し
て
二
酸
化
炭
素
の
排
出
量
を
コ
ン

ト
ロ
ー
ル
す
れ
ば
、
経
済
的
に
有
効
な
削
減
対

策
が
選
択
で
き
る
。

さ
ら
に
、Ｃ
で
は
排
出
量
に
比
例
し
た
量
の

責
任
が
生
じ
る
の
で
、
排
出
量
に
比
例
し
た
税

金
の
徴
収
が
、
最
も
平
等
で
環
境
税
の
理
念
に

一
致
す
る
。
Ｄ
で
は
地
球
温
暖
化
の
進
行
度
合

い
を
比
べ
て
も
、
環
境
税
の
よ
う
に
直
接
的
な

抑
制
を
し
な
い
方
法
で
も
問
題
の
解
決
が
可
能

と
い
う
考
え
で
あ
る
。

実
例
と
し
て
、
1
9
9
0
年
以
降
、
欧
州
で

は
二
酸
化
炭
素
の
排
出
削
減
を
目
的
と
し
た

環
境
税
が
導
入
さ
れ
た
が
、
フ
ラ
ン
ス
に
お
い

て
は
違
憲
判
決
に
よ
り
導
入
を
見
送
っ
た
。
環

境
税
を
徴
収
し
始
め
た
国
々
で
も
、
環
境
税
の

税
収
は
一
般
財
源
と
す
る
も
の
の
、
一
部
を
所

得
税
減
税
や
社
会
保
障
費
の
軽
減
及
び
省
エ
ネ

投
資
補
助
な
ど
に
利
用
し
て
い
る
国
が
多
い
と

い
う
こ
と
を
特
筆
し
て
お
こ
う
。

環
境
税
が
及
ぼ
す

国
際
競
争
力
の
不
均
衡

と
こ
ろ
が
、
環
境
税
を
導
入
し
た
と
す
る

と
、
製
造
に
大
き
な
負
荷
が
か
か
り
製
品
の
価

格
が
上
昇
し
国
際
競
争
力
に
影
響
を
及
ぼ
し
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縦軸：二酸化炭素削減に
 要する限界費用

横軸：O2からみたとき、
 二酸化炭素排出量

横軸：O1からみたとき、
 二酸化炭素排出削減量

O1O2は環境規制（環境税、排
出権取引）が存在しないときの
二酸化炭素排出量

■CO２排出削減技術の限界費用曲線�

CO２削減
限界費用

O1 O2

B

MCA

A

二酸化炭素の排出量が一定に保たれている場合、縦軸に排出削減の限界費用をとり、横軸
に二酸化炭素の排出量をとった。排出削減対策をまったく導入しないときの排出量はＯ1Ｏ2と
なり、対策を導入したときの限界費用はＯ1Ａである。したがって、排出削減量を増加させれば、
対策費用が増加するのが一般的で、二酸化炭素排出削減の限界費用はＯ1ＡＢＯ2となる。

導入・改定経緯

　

税率（原則2000年）

産業用 重油

 軽油

 天然ガス

 一般炭

 

 電力

輸送 ガソリン

 自動車軽油

家庭 軽油灯油

 天然ガス

 

 電力

主な特例措置

税収使途　

導入効果

90年炭素税導入
94年炭素/エネルギー税に改定
（炭：エネ＝75：25）
97年エネルギー税分離、税率引き
上げ、電力は消費段階での税エネ
ルギー

0.321マルカ（5.7円）／ｋｇ　（約7000円/ｔ-Ｃ）

0.269マルカ（4.8円）／L　（約7000円/ｔ-Ｃ）

0.103マルカ（1.8円）／m3　（約3000円/ｔ-Ｃ）

0.246マルカ（4.4円）/ｋｇ　（約7000円/ｔ-Ｃ）

0.239マルカ（4.3円）/Ｌ   （約7000円/ｔ-Ｃ）

0.269マルカ（4.8円）/Ｌ   （約7000円/ｔ-Ｃ）

0.103マルカ（1.8円）/m3   （約3000円/ｔ-Ｃ）

0.041マルカ（0.7円）/ｋＷｈ   

石炭等の原料使用は非課税
発電用燃料は非課税
産業（製造業+温室栽培業等）
用電力については家庭及び
商業用の約60％の税率適用
風力発電等による電力には
一部還付措置

一般財源（但し、97年の税率
引き上げ時に所得税減税実施）

９１年炭素税導入
（包括的税制改革の一環）
９３年税率改定
（税率引き上げ、産業用は基本税
率の１／４の低減措置等）
９７年税率改定
（産業用を基本税率の１／２等）

０．５２９クローネ（６．６円）／L　（約８０００円／t-C）

０．５２９クローネ（６．６円）／L　（約９０００円／t-C）

０．３６９クローネ（５．０円）／m3　（約９０００円／t-C）

０．４６０クローネ（５．８円）／kg　（約９０００円／t-C）

０．８６０クローネ（１０．８円）／L　（約１９０００円／t-C）

１．０５８クローネ（１３．２円）／L　（約１８０００円／t-C）

０．７９２クローネ（９．９円）／m3　（約１８０００円／t-C）

石炭等の原料使用は非課税
国際航空燃料は非課税
産業（製造業＋温室栽培業等）は
基本税率の１／２税率
特定のエネルギー多消費産業は課
税額が売上の０．８％超過分につき
石炭・天然ガスへの課税額を還付

一般財源（但し、導入時に既存の
燃料消費税、電力消費税を引き
下げ）

※税率は消費者物価指数に連動

９２年炭素税導入
９３年産業部門も対象（税率は１/２）
９７年制度改定（産業部門への段
階的増税、エネルギー多消費型生
産工程等への税率軽減、政府と省
エネ協定締結した企業への税率
軽減等）

０．３２クローネ（４．５円）／kg　（約５０００円／t-C）

０．２７クローネ（３．８円）／L　（約５０００円／t-C）

０．２２クローネ（３．１円）／m3　（約５０００円／t-C）

０．２４クローネ（３．４円）／kg　（約５０００円／t-C）

０．２７クローネ（３．８円）／L　（約５０００円／t-C）

０．２７クローネ（３．８円）／L　（約５０００円／t-C）

０．１０クローネ（１．４円）／kWh

石炭等の原料使用は非課税
発電用燃料は非課税
ガソリンは非課税
エネルギー多消費産業型生産
工程等に軽減
税率（室内暖房用の２５％：２０
００年）
政府と協定を結んだ企業には
さらに軽減された税率を適用（室
内暖房用の３％：２０００年）

政府は、８７～９４年におけるCO２
排出削減量約８００万t-Cのうち、
約６０％が炭素税導入によるも
のと評価

一般財源（但し、税収分を主として
社会保障費の低減、一部を（２０００
年まで）省エネ投資補助に還流）

９９年環境税制改革実施
（広範な税制改革の一環、既存燃
料税引き上げ、電気税新設）
税率は２００３年まで段階的に毎年
引き上げ（当初は例えばガソリンで
６ペニヒ／Lなど）

０．５ペニヒ（０．３円）／kg　（約３００円／t-C）

１２ペニヒ（６．５円）／L　　（約９０００円／t-C）

０．３２ペニヒ（０．２円）／kWh　（約４０００円／t-C）

２．５ペニヒ（１．４円）／kWh

１２ペニヒ（６．５円）／L　（約１００００円／t-C）

４ペニヒ（２．２円）／L　（約３０００円／t-C）

２．５ペニヒ（１．４円）／kWh

石炭課税対象外
再生可能エネルギーから得られ
る電力は税免除
稼働率７０％以上のコジェネプラ
ントは税免除
製造業者・農林業者については
一定以上エネルギーを用いた場合、
適用税率を通常の２０％

主に年金保険料引下げに還元し、
再生可能エネルギー補助金にも
一部充当

（２０００年：増税分及び新税を計上）

０．３２ペニヒ（０．２円）／kWh　（約４０００円／t-C）

９９年、個別燃料税の増税、拡大実施
（温室効果ガス削減計画の一環）

税率は新税導入の２００５年まで段階
的に毎年引き上げ（ただし、２０００年
度の増税額は未定）

１５．７８リラ（０．９円）／kg　（約１０００円／t-C）

３３．２６リラ（２．０円）／L　　（約３０００円／t-C）

２０．００リラ（１．２円）／m3　（約２０００円／t-C）
（２００５年目標）

４１．８４リラ（２．５円）／kg　（約４０００円／t-C）
（５０MW以上の発電設備、２００５年目標）

２７．００リラ（１．６円）／L　（約３０００円／t-C）

３３．２６リラ（２．０円）／L　（約３０００円／t-C）

環境負荷の低い低硫黄軽油及
び低硫黄重油（産業用及び家庭
用）は課税免除
南部地域への軽減税率が一部
存在

主に労働者の雇用関係費用負
担の軽減等へ充当し、環境投資
にも一部充当

（１９９９年：増税分を計上（石炭、天然ガス以外））

４．００リラ（０．２円）／m3　（約４００円／t-C）
（２００５年目標）

政府は税制措置により６年間で
約２００万t-CO２（=５５万t-C）の
削減が可能と予測

９９年「気候変動課徴金（CCL）」
の２００１年からの導入を表明
（目的は温室効果ガス削減、課税
標準はエネルギー量）
（９３年以降実施されていた燃料税
へのエスカレーター（インフレ率＋
α％で増額）は停止）

０．１５ペンス（０．３円）／kWh　　（約５０００円／t-C）

０．１５ペンス（０．３円）／kWh　　（約５０００円／t-C）

政府案では、家庭・運輸用エネルギー、発電等他エネ
ルギー生産用燃料、非エネルギー使用等は非課税で
あり、実質的に産業用エネルギー消費のみ課税
製鉄におけるコークス等、原料及びエネルギー源とし
て重複使用される燃料は免除
再生可能エネルギーによる電力、良質コジェネでの使
用燃料、電解プロセス使用の電力等は免除
エネルギー多消費産業については政府と定量的な省
エネ協定（排出量、原単位等による目標設定）を結ん
だ場合、通常の２０％の軽減税率適用
産業界が中心となって、政府との協定の対象量への
排出量取引制度の活用を検討

（２００１年：政府案）

政府見込みでは２０１０年までに年
間約２５０万t-Cの削減

出所：総合資源エネルギー調査会「今後のエネルギー政策について」（２００１年７月）

フィンランド� スウェーデン� デンマーク� ドイツ� イタリア� イギリス�

0.025マルカ（0.4円）/ｋＷｈ ０．１０クローネ（１．４円）／kWh ０．４３ペンス（０．７円）／kWh

0.269マルカ（4.8円）/Ｌ   （約7000円/ｔ-Ｃ） １．０５８クローネ（１３．２円）／L　（約１８０００円／t-C） １２ペニヒ（６．５円）／L　（約９０００円／t-C） ３４．００リラ（２．０円）／L　　（約３０００円／t-C）

０．２２クローネ（３.１円）／m3　（約５０００円／t-C）

■欧州諸国における地球間温暖化防止対策のためのエネルギー課税の概要�

せ
す
る
こ
と
に
は
難
色
を
示
し
て
い
る
。
そ
の

背
景
に
は
、
燃
料
費
の
高
騰
、
荷
主
か
ら
の
輸

送
コ
ス
ト
の
削
減
な
ど
、
競
争
力
の
低
下
を
懸

念
す
る
声
も
あ
が
り
、
同
時
に
、
環
境
税
の
賦

課
に
関
係
な
く
燃
料
消
費
量
の
減
少
、
及
び
ト

ラ
ッ
ク
保
有
台
数
の
圧
縮
な
ど
の
さ
ら
な
る
効

果
は
生
じ
な
い
と
予
想
す
る
か
ら
で
あ
る
。

環
境
税
の
波
及
効
果
と
は
？

環
境
税
の
導
入
に
よ
る
経
済
の
動
向
を
シ
ミ

ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
す
る
と
、
国
内
の
み
な
ら
ず
、
国

際
社
会
に
お
い
て
も
一
時
的
な
競
争
力
の
低
下

を
覚
悟
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

ま
ず
、
環
境
税
が
導
入
さ
れ
る
と
、
国
内
の

物
価
は
直
接
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
の
上
昇
だ
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け
で
な
く
、
す
べ
て
の
産
業
の
生
産
物
価
格
が

上
昇
す
る
。
そ
の
上
昇
率
は
各
産
業
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
コ
ス
ト
や
割
合
、
使
用
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

二
酸
化
炭
素
排
出
量
で
変
化
す
る
が
、い
ず
れ

に
し
て
も
生
産
物
価
格
が
上
昇
す
れ
ば
家
計

で
は
負
担
が
増
え
る
。
実
質
的
な
所
得
の
減
少

は
消
費
選
別
や
需
要
停
滞
が
起
こ
り
、
国
際
経

済
で
は
価
格
競
争
力
の
低
下
に
よ
っ
て
輸
出
の

減
少
を
避
け
ら
れ
な
い
。
と
な
る
と
、
昨
今
、
業

績
が
好
転
し
始
め
た
鉄
鋼
、
非
鉄
金
属
、
化
学

な
ど
は
大
き
な
影
響
を
受
け
る
こ
と
に
な
る
。

逆
に
、
輸
入
は
国
内
製
品
の
高
騰
に
よ
り
競
争

力
は
低
下
す
る
こ
と
に
な
る
。

環
境
税
収
の
使
途
を
検
討
す
る
と
、
所
得
税

減
税
や
消
費
税
減
税
と
な
れ
ば
実
質
所
得
の
低

下
は
抑
制
で
き
、
公
共
投
資
を
図
れ
ば
建
設
部

門
な
ど
の
需
要
の
創
出
で
生
産
部
門
の
落
ち
込

み
を
解
消
で
き
る
か
も
し
れ
な
い
の
だ
が
…
。

注
目
さ
れ
る
排
出
権
取
引

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
の
た
め
に
導
入

が
進
む
環
境
税
と
並
び
、
注
目
さ
れ
て
い
る
の

が
排
出
権
取
引
で
あ
る
。
京
都
議
定
書
に
お
い

て
、
排
出
権
取
引
、
共
同
実
施
、
ク
リ
ー
ン
開
発

メ
カ
ニ
ズ
ム
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減

の
た
め
の
柔
軟
な
措
置
と
し
て
位
置
付
け
ら

れ
、
2
0
0
8
年
か
ら
行
わ
れ
る
予
定
に
な
っ

て
い
る
。

排
出
権
取
引
は
、
京
都
議
定
書
17
条
に
記
さ

れ
削
減
目
標
達
成
の
た
め
に
、
先
進
国（
締
約

国
）同
士
が
削
減
割
当
量
を
取
引（
売
買
）で
き

る
制
度
で
、
先
進
国
は
自
国
の
割
当
量
の
一
部

を
他
国
へ
譲
渡
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
う
い
う

も
の
。

ま
た
、
共
同
実
施
と
は
温
室
効
果
ガ
ス
の
排

出
削
減
の
目
標
数
量
値
を
達
成
す
る
た
め
の
措

置
の
こ
と
。
先
進
国
が
他
の
先
進
国
で
対
策
事

業
を
行
っ
た
場
合
、
そ
の
事
業
で
削
減
さ
れ
た

排
出
量
の
一
部
を
自
国
の
削
減
分
と
し
て
利
用

で
き
る
制
度
。
ク
リ
ー
ン
開
発
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
、

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
目
標
値
を
達
成
す

る
た
め
の
措
置
の
こ
と
で
、
途
上
国（
締
結
国
）

が
持
続
可
能
な
開
発
と
気
候
変
動
枠
組
み
条

約
の
目
的
を
達
成
す
る
こ
と
を
支
援
し
、
先
進

国
の
数
量
目
標
達
成
に
利
用
で
き
る
制
度
で
、

京
都
議
定
書
の
3
本
柱
と
呼
ば
れ
て
い
る
。

排
出
権
取
引
の

基
本
メ
カ
ニ
ズ
ム

温
室
効
果
ガ
ス
に
よ
る
地
球
温
暖
化
は
地
球

規
模
の
出
来
事
で
あ
り
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
削

減
を
図
る
こ
と
が
で
き
れ
ば
、
誰
が
ど
こ
で
排

出
を
削
減
し
て
も
効
果
が
み
ら
れ
る
も
の
だ
。

排
出
権
取
引
は
、
最
も
経
済
的
に
よ
り
高
い
効

果
を
求
め
て
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
を
目

的
し
て
い
る
。

国
内
に
お
い
て
も
、
独
自
に
排
出
削
減
費
用

を
有
す
る
企
業
も
多
い
。
二
酸
化
炭
素
の
排
出

権
取
引
が
国
内
で
も
可
能
に
な
る
と
、
削
減
目

標
を
持
っ
た
企
業
は
、
そ
れ
ら
を
自
ら
の
排
出

に
よ
り
達
成
す
る
必
要
も
な
く
、
他
の
企
業
が

削
減
し
た
排
出
量
を
購
入
す
る
こ
と
で
、
自
ら

の
目
標
を
ク
リ
ア
す
れ
ば
い
い
。
そ
う
考
え
る

と
、
企
業
に
は
以
下
の
よ
う
な
選
択
肢
が
存
在

す
る
。

①
排
出
目
標
量
ま
で
自
ら
が
削
減
す
る

②
排
出
目
標
量
以
下
ま
で
削
減
す
る
。
こ
の

と
き
、
排
出
権
の
余
剰
は
売
却
す
る
。
あ

る
い
は
制
度
的
に
許
さ
れ
れ
ば
余
剰
分
を

将
来
の
た
め
に
据
え
置
く
。

③
排
出
目
標
値
ま
で
は
削
減
せ
ず
、
不
足
分

を
他
企
業
の
排
出
権
を
購
入
す
る
。

い
ず
れ
に
し
て
も
、
産
業
部
門
の
企
業
間
取
引

と
同
様
に
各
国
間
の
取
引
も
成
立
す
る
。

欧
州
で
は
、
政
府
が
主
導
し
事
業
者
を
参
加

者
と
す
る
二
酸
化
炭
素
排
出
権
の
国
内
取
引

が
開
始
さ
れ
て
い
る
。
2
0
0
2
年
に
は
英
国

で
企
業
や
産
業
団
体
な
ど
が
参
加
者
と
な
る

国
内
取
引
が
開
始
さ
れ
た
。
ま
た
、
京
都
議
定

書
を
離
脱
し
た
ア
メ
リ
カ
は
、
民
間
が
主
催
す

る
「
シ
カ
ゴ
気
候
取
引
所
」
で
二
酸
化
炭
素
の

排
出
権
取
引
を
開
始
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に

温
暖
化
対
策
を
主
眼
に
し
た
排
出
権
取
引
で

は
、
多
様
な
形
態
が
出
現
し
て
い
る
が
、
そ
の

形
態
は
非
常
に
類
似
し
て
い
る
。

デ
ン
マ
ー
ク
の
事
例

デ
ン
マ
ー
ク
は
二
酸
化
炭
素
な
ど
の
温
室
効

果
ガ
ス
の
排
出
削
減
に
積
極
的
に
取
り
組
む
こ

と
を
表
明
。
国
全
体
の
目
標
で
2
0
0
5
年
に

排
出
量
を
1
9
8
8
年
比
で
20
％
削
減
す
る

と
し
、
発
電
部
門
は
2
0
1
0
年
ま
で
に
1
9

9
0
年
比
で
35
％
削
減
す
る
こ
と
を
目
標
と

し
て
い
る
。

デ
ン
マ
ー
ク
政
府
が
2
0
0
1
年
に
発
電
部

門
に
割
り
当
て
た
二
酸
化
炭
素
排
出
量
は
2

2
0
0
万
ト
ン
で
、
こ
れ
は
94
年
か
ら
98
年
の

実
績
の
73
％
に
あ
た
る
。
そ
の
後
、
毎
年
1
0

0
万
ト
ン
ず
つ
減
ら
し
、
2
0
0
3
年
に
は
2

0
0
0
万
ト
ン
を
め
ざ
し
た
。

排
出
量
は
オ
ン
ラ
イ
ン
な
ど
で
常
に
報
告
す

る
必
要
は
な
く
、
年
に
1
回
の
報
告
。
排
出
権

は
特
別
な
市
場
に
で
る
も
の
で
は
な
く
、
発
電

会
社
間
で
協
議
し
取
引
さ
れ
る
。
取
引
量
と

価
格
に
つ
い
て
は
政
府
に
報
告
す
る
義
務
を
負

う
が
排
出
権
が
余
れ
ば
、
繰
り
越
せ
る
シ
ス
テ

ム
だ
。

さ
ら
に
排
出
割
り
当
て
を
上
回
る
と
き
は
、

他
社
か
ら
排
出
権
を
購
入
す
る
の
だ
が
、
そ
れ

で
も
不
足
す
る
場
合
は
、
政
府
に
罰
金
を
払
う

シ
ス
テ
ム
に
な
っ
て
い
る
。
政
府
は
罰
金
収
入

制度主催者�
対象者�
適用除外�

排出量枠�
（絶対量）
�
割り当て方法�
排出原単位�
モニタリング�
取引形態�
バンキング�
罰金�
罰金収入�
対象期間�
参加者数�

政府、発電会社
小規模CHP
グリーン電力、廃棄物発電　
2001年：2200万トンCO2
2002年：2100万トンCO2
2003年：2000万トンCO2
グランドファザーリング、燃料種別標準原単位
申告による調整可能
燃料消費量
非市場経由相対取引
有（割当量を上限とする）
40DKK/トンCO2
グリーン化、省エネ対策
2001年から2004年
8社

■デンマークの�
　排出権取引の概要�



7

で
、
風
力
発
電
を
導
入
し
た
り
、
省
エ
ネ
対
策

を
進
め
、
排
出
権
に
か
か
わ
る
取
引
の
す
べ
て

を
、
可
能
な
か
ぎ
り
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
削

減
の
た
め
に
だ
け
使
わ
れ
る
の
で
あ
る
。

●

さ
て
、
環
境
税
や
排
出
権
取
引
を
導
入
す
る

場
合
、
規
制
対
象
単
位
、
排
出
枠
の
配
分
方
法
、

費
用
負
担
問
題
と
、
新
規
参
入
者
に
対
す
る
割

り
当
て
方
式
な
ど
、
初
期
割
り
当
て
に
伴
う
問

題
が
大
き
く
浮
上
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
規
則

を
守
ら
な
い
企
業
へ
の
罰
金
の
有
無
な
ど
も
論

点
と
な
る
。

国
内
の
対
策
と
し
て
は
、
ど
の
よ
う
な
制
度
、

仕
組
み
を
導
入
す
る
か
を
、
規
制
コ
ス
ト
と
実

効
性
の
観
点
か
ら
の
検
討
も
必
要
で
あ
る
。
国

際
競
争
力
に
生
じ
る
差
と
同
じ
よ
う
に
、
産
業

部
門
間
、
企
業
間
に
も
差
が
生
じ
て
は
な
ら
な

い
。
税
制
の
見
直
し
、
産
業
構
造
に
お
け
る
負

担
の
割
合
な
ど
、
問
題
は
山
積
み
で
あ
る
が
、

確
実
に
温
室
効
果
ガ
ス
は
排
出
さ
れ
て
い
る
こ

と
を
再
認
識
し
つ
つ
、
最
も
効
果
的
で
省
コ
ス

ト
、
平
等
感
の
あ
る
ル
ー
ル
づ
く
り
が
急
が
れ

て
い
る
。

環境用語解説
二酸化炭素
［ｃａｒｂｏｎｄｉｏｘｉｄｅ］ＣＯ2

分子量44.01。大気中には約360

ｐｐｍ含まれるが、化石燃料の燃焼

や熱帯雨林の破壊などに起因して、

年々増加している。人間活動によ

って生じる量は1年間に約50億ｔで、

そのうち約20億ｔは海洋に吸収され

るといわれている。太陽光によって

暖められた地表から放射される赤外

線は4～30ｕｍの波長範囲にあり、

二酸化炭素の主な吸収帯は4～

4.5ｕｍ（逆対象伸縮振動）と13～

17ｕｍ（変角振動）にある。このた

め二酸化炭素濃度が増加すると赤

外線吸収量が増え、地球温暖化が

起こると懸念されている。

環境税
［ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌｔａｘ］

環境の利用の程度に応じて利用

者に税を課し、環境の浪費を改め

させようとするもの。環境利用者

は、高い税金を払うより、税金以下

の費用で環境を汚さない装置を設

けるものと思われ、自ずと環境がよ

くなることが期待される。環境庁で

は、環境内容についても税収使途

についても真に環境保全に役立

ち、国民が納得するような公平で

合理的なルールづくりをめざして、温

暖化防止を念頭に置いた環境税

の試案を示した。これには低税率・

補助金併用型の炭素税、あるいは

炭素・エネルギー税として温暖化対

策への補助金とするもの、北欧型

の炭素税あるいは炭素・エネルギ

ー税として一般財源に繰り込むも

のの4案が提出された。これに対し、

二酸化炭素を大量に排出する石油

業界や鉄鋼業界、通産省や運輸

省は警戒感・反発を強めている。

北欧諸国やオランダなどでは二酸

化炭素の排出量に応じて課税する

炭素税が導入されており、ＯＥＣＤも

環境税の導入を強く勧めている。

我が国のように化石燃料消費が膨

大な場合、税収規模が大きくなる

ので、いずれは環境保全の観点か

ら税財政全体の根本的な見直しを

含む環境税制導入が必要となろう。

炭素税
［ｃａｒｂｏｎｔａｘ］

化石燃料の燃焼で生じる二酸化炭

素の排出を減らすために課す税金。

天然ガス・石油・石炭は、炭素に対

する水素の割合がこの順に減少す

るので、発生熱量当りの二酸化炭

素排出量が57：81：100と増加す

る。この比に応じて課税するもの

で、欧州諸国では5カ国が導入して

いる。スウェーデンでは炭素1ｔ当り

2万円強を課税しているが、国際競

争力を考えて産業部門では税率を

半減した。環境庁の試算では、炭

素1ｔ当り3万円の課税によりＣＯ2 排

出量を現在の水準で安定化できる

とした。なお経済成表率は0.01～

0.5％ほど低下するとも考えられる

が、省エネルギー技術への投資が

それを補う可能性もある。

排出ガス汚染対策
［ｃｏｎｔｒｏｌｏｆｅｍｉｓｓｉｏｎｇａｓｐｏｌｌｕｔｉｏｎ］

代表的な大気汚染物質としては、

硫黄酸化物・窒素酸化物・浮遊粒

子状物質・光化学オキシダントなど

がある。1968年に制定された大気

汚染防止法に基づき、その防止対

策として工場煤煙発生施設の排出

口における濃度規制、地域全体に

おける総排出量規制、自動車排出

ガスについての排出量規制がなさ

れた。二酸化硫黄と一酸化炭素は

改善されたが、二酸化窒素・浮遊

粒子状物質・光化学オキシダント

はなお厳しい状況にある。ガソリン

車は三元触媒によって画期的に良

くなったが、ディーゼルエンジンは改

良するべき点が多 あ々る。さらに低

公害車として、天然ガス（CNG）

車・ハイブリットカー・燃料電池電

気自動車・電気自動車・ソーラー

カーなどの普及が期待される。

排出権取引
［ｅｍｉｓｓｉｏｎａｌｌｏｗａｎｃｅｔｒａｄｉｎｇ］

二酸化炭素のような環境汚染物質

の排出量について排出枠を設定

し、これを各国に割り当て、この権

利を割当て以上に排出した国に売

ったり、将来の排出のために貯蓄

できる制度で、アメリカなどが提唱

している。この制度だと、排出量の

少ない発展途上国がこの権利を売

りに出し、エネルギーの大量消費

のために先進国がこの権利を買う

ということになり、排出削減目標の

設定がさらに遅くなるという懸念が

ある。
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【
兵
庫
の
名
産
品：

杉
原
紙
】

町
民
の
力
で
復
活
を
遂
げ
た

天
下
の
名
紙

杉
原
紙

日
本
の
中
心
、へ
そ
の
町
で
知
ら
れ
る
西
脇
市
か
ら
、
さ
ら
に
車
で
40
分
。

山
々
が
迫
る
多
可
町
加
美
区（
旧
多
可
郡
加
美
町
）の

静
か
な
里
に
杉
原
紙
研
究
所
を
訪
ね
た
。

研
究
所
は
国
道
4
2
7
号
沿
い
の
道
の
駅
に
隣
接
。

週
末
に
は
ド
ラ
イ
ブ
途
中
の
観
光
客
が
立
ち
寄
り
、

奈
良
時
代
か
ら
続
く
伝
統
美
を
目
の
当
た
り
に
感
嘆
の
声
を
上
げ
て
い
る
。
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真
冬
の
作
業
が

色
合
い
を
左
右
す
る

冒
頭
の
唄
は
今
に
伝
わ
る
杉
原
谷
の
紙
漉す

き

唄（
一
部
）。
厳
し
い
冬
の
情
景
と
真
っ
白
な
杉
原

紙
が
京
で
珍
重
さ
れ
て
い
る
様
子
が
う
か
が
え
る

貴
重
な
唄
で
あ
る
。

紙
漉
き
は
す
べ
て
手
作
業
。
色
合
い
を
左
右
す

る
川
さ
ら
し
は
、
雪
が
降
り
積
も
る
真
冬
に
行

わ
れ
る
。
楮
こ
う
ぞ
と
呼
ば
れ
る
原
木
の
白
皮
を
杉
原

川
の
清
流
で
さ
ら
す
。
数
分
で
手
先
が
真
っ
赤
に

な
る
よ
う
な
冷
た
い
水
と
、
澄
み
切
っ
た
空
気
、

気
温
が
低
い
ほ
ど
白
さ
を
増
し
上
質
な
杉
原
紙

に
な
る
。

「
現
在
も
、
昔
と
か
わ
ら
な
い
作
業
で
行
っ
て
い

ま
す
。
輝
く
よ
う
な
白
さ
は
杉
原
紙
の
命
で
す

か
ら
、
川
の
水
や
空
気
が
澄
ん
で
い
て
き
れ
い
な

真
冬
が
最
適
、
昔
の
人
が
守
っ
て
き
た
方
法
で
す

か
ら
、
わ
た
し
た
ち
も
そ
れ
を
守
り
伝
え
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
」と
、
杉
原
紙
研
究
所
所
長
の
井

上
正
康
さ
ん
。
伝
統
を
守
り
伝
え
る
難
し
さ
を

知
る
井
上
さ
ん
の
眼
差
し
は
熱
い
。

千
数
百
年
の
歴
史
を
誇
り

貴
族
か
ら
武
士
、
庶
民
に
普
及

こ
の
地
で
杉
原
紙
を
漉
き
は
じ
め
た
の
は
7
世

紀
後
半
と
推
測
さ
れ
、
奈
良
時
代
に
は「
播
磨

紙
」と
呼
ば
れ
写
経
な
ど
に
使
用
さ
れ
た
。
天
平

16
年（
7
4
4
年
）の
記
述
に
は
、
1
万
枚
、
同
じ

く
18
年
に
は
1
万
7
千
枚
の
注
文
を
受
け
て
い

た
こ
と
か
ら
、
当
時
、
紙
漉
き
の
先
進
的
技
術
を

誇
っ
て
い
た
と
さ
れ
、
国
内
だ
け
に
留
ま
ら
ず
、
承

和
3
年（
8
3
6
年
）に
は
長
安
の
青
龍
寺
へ
の
贈

物
の
中
に
播
磨
紙
色
薄
紙
40
帖
と
い
う
記
録
も

残
り
、
名
実
と
も
に
日
本
を
代
表
す
る
和
紙
で

あ
っ
た
こ
と
が
う
か
が
え
る
。

平
安
時
代
に
な
る
と「
椙
原
庄
紙
」と
呼
ば
れ

る
よ
う
に
な
り
、
関
白
藤
原
忠
実
の
日
記「
殿
暦
」

に
そ
の
記
述
が
残
る
。
先
祖
の
法
要
を
行
っ
た

際
、
娘
の
養
子
と
長
男
の
内
大
臣
忠
通
の
そ
れ
ぞ

れ
に
藤
原
家
代
々
の
家
宝
に
加
え
て「
椙
原
庄

紙
」百
帖
を
贈
っ
た
と
記
さ
れ
、
現
在
、
こ
れ
が
文

書
に
残
る
最
古
の
記
述
で
あ
る
。
当
時
、
こ
の
地

が
藤
原
家
の
荘
園
で
あ
っ
た
た
め
、
こ
の
よ
う
に

藤
原
家
だ
け
で
使
用
し
て
い
た
も
の
だ
が
、
平
安

末
期
か
ら
鎌
倉
時
代
に
は
京
を
中
心
に
広
く
普

及
し
て
い
っ
た
。

や
が
て
13
世
紀
に
な
る
と
、
都
や
近
畿
一
帯
の

み
で
な
く
、
東
国
へ
も
広
ま
り
始
め
る
。
鎌
倉
時

代
に
記
さ
れ
た『
北
条
九
代
記
』に「
杉
原
紙
初

め
て
流
布
す
」と
い
う
記
述
が
み
ら
れ
、
こ
の
と
き

杉
原
紙
が
鎌
倉
幕
府
の
公
文
書
用
紙
と
な
り
、

次
第
に
武
家
社
会
に
も
普
及
。「
武
士
は
杉
原
紙

以
外
の
紙
に
文
を
書
い
て
は
な
ら
な
い
」と
さ
え

言
わ
れ
る
よ
う
に
な
る
。

そ
の
後
、
室
町
時
代
に
な
る
と
、
公
家
、
武
士
、

僧
侶
か
ら
庶
民
に
も
広
ま
り
、
杉
原
紙
を
使
用

す
る
た
め
で
な
く
進
物
に
す
る
習
慣
も
一
般
化

し
た
。
ま
さ
し
く
現
代
風
に
い
え
ば
、
ヒ
ッ
ト
商

品
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。
そ
し
て
全
国
で
楮
を
使

っ
た
紙
が
漉
か
れ
、
名
称
の
頭
に
地
域
の
名
を
つ

け
た
○
○
杉
原
と
い
う
紙
が
出
回
り
、
杉
原
は

和
紙
の
代
名
詞
と
し
て
そ
の
地
位
を
不
動
の
も
の

け
さ
も
峯
降
り
千
が
峯
は
白
い

な
ら
ぶ
干
し
板
の
紙
は
な
お
白
い

雪
も
白
い
が
紙
は
な
お
白
い

紙
を
す
く
娘
は
な
お
白
い

色
が
白
う
て
は
だ
え
も
き
れ
い

お
前
す
き
じ
ゃ
よ
　
わ
し
ゃ
紙
す
き
じ
ゃ

わ
た
し
ゃ
杉
原
山
国
育
ち

京
じ
ゃ
こ
れ
で
も
お
か
み
の
御
用

（上）板干しされる杉原紙。冬場
ならば1週間ほどで乾くという。
（中）真冬に行われる川さらし。空
気が冷たいほど白く輝くという。

研究所設立当時から、杉原紙の
復元に尽力してきた所長の井上
正康さん。

杉原紙発祥を伝える記念碑。
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に
し
た
。
献
上
品
と
し
て
の
質
は
他
に
追
随
を
許

さ
ず
、
別
格
の
高
級
品
と
し
て
名
を
馳
せ
た
の
は

言
う
ま
で
も
な
い
。

原
料
の
減
少
に
洋
紙
の
出
現
。

大
正
時
代
に
は
、

伝
統
の
灯
が
消
え
る

江
戸
時
代
後
期
を
境
に
し
て
、
杉
原
紙
は
衰

退
の
道
を
た
ど
り
始
め
る
。
造
林
業
や
炭
焼
き

な
ど
の
産
業
は
、
紙
漉
き
よ
り
も
大
き
な
利
益

を
も
た
ら
し
転
職
を
す
る
人
々
が
増
加
し
た
。

さ
ら
に
楮
の
減
少
に
よ
る
原
料
の
調
達
に
費
用
が

か
か
り
始
め
る
と
、
紙
漉
き
で
は
収
益
を
上
げ
る

こ
と
が
難
し
く
な
っ
た
。
明
治
5
年
に
は
紙
漉
き

機
械
が
発
明
さ
れ
、
さ
ら
に
和
紙
に
わ
か
る
洋
紙

の
普
及
が
衰
退
を
加
速
さ
せ
た
。

そ
れ
で
も
明
治
時
代
の
格
式
の
あ
る
行
事
に

は
杉
原
紙
が
使
わ
れ
、
需
要
が
絶
え
る
こ
と
は
な

か
っ
た
。
自
生
す
る
楮
が
な
く
な
っ
て
も
、
杉
林

に
三
椏
み
つ
ま
た

を
植
え
半
紙
を
生
産
し
技
術
を
継
承
し

て
い
た
が
、
大
正
時
代
に
な
る
と
生
産
量
も
一
段

と
減
少
。
細
々
と
伝
統
を
守
り
続
け
て
い
た
が
、

と
う
と
う
大
正
14
年
に
千
年
以
上
も
続
い
た
紙

漉
き
の
歴
史
が
途
絶
え
て
し
ま
っ
た
。

寿
岳
文
章
博
士
と
町
民
の
尽
力
で

日
本
一
の
杉
原
紙
を
見
事
に
復
活
！

昭
和
15
年
に
和
紙
研
究
の
第
一
人
者
で
あ
る

文
学
博
士
・
寿
岳
文
章
先
生
ら
の
研
究
で
、
和
紙

の
代
名
詞
と
い
え
る
杉
原
紙
が
こ
の
地
で
漉
か
れ

て
い
た
こ
と
が
実
証
さ
れ
た
。
こ
れ
を
き
っ
か
け

に
、
郷
土
史
家
の
藤
田
貞
夫
先
生
が
研
究
を
重

ね
た
。
第
二
次
世
界
大
戦
が
終
わ
り
高
度
成
長

時
代
を
迎
え
る
昭
和
40
年
代
に
、
輝
か
し
い
歴
史

と
伝
統
を
守
っ
て
き
た
杉
原
紙
を
復
興
さ
せ
よ
う

と
い
う
動
き
が
高
ま
り
、
昭
和
41
年
に
杉
原
谷
小

学
校
の
校
庭
に
、
有
志
ら
が「
杉
原
紙
発
祥
之

地
」記
念
碑
を
建
立
。
数
年
後
に
は
、
紙
漉
き
経

験
の
あ
る
お
年
寄
り
か
ら
道
具
を
集
め
再
現
に

成
功
し
た
。

こ
れ
を
受
け
て
、
昭
和
47
年
に
は
町
立
杉
原

紙
研
究
所
を
設
立
し
、
昔
ど
お
り
の
技
法
で
本

格
的
な
紙
漉
き
の
再
開
に
行
き
着
い
た
。
昭
和

58
年
に
は
兵
庫
県
の
重
要
無
形
文
化
財
の
指
定

を
受
け
、
現
在
ま
で
研
究
所
を
中
心
に
伝
統
を

守
り
続
け
て
い
る
。

「
常
時
6
人
の
ス
タ
ッ
フ
で
紙
漉
き
の
技
術
を
守

っ
て
い
ま
す
が
、
ほ
か
に
も
さ
ま
ざ
ま
な
団
体
に

助
け
て
も
ら
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
1
軒
1
本
運
動

を
行
い
、
町
内
の
多
く
の
世
帯
に
1
本
の
楮
を
植

え
て
も
ら
い
ま
し
た
。
現
在
で
は
2
本
の
世
帯
も

多
く
、
年
間
6
割
ほ
ど
の
原
料
を
町
内
で
調
達

で
き
る
よ
う
に
な
り
、
町
民
を
あ
げ
て
復
活
か

ら
伝
承
に
協
力
し
て
も
ら
っ
て
い
ま
す
」
と
井
上

所
長
。

お
り
し
も
、
今
年
開
催
さ
れ
る「
の
じ
ぎ
く
兵

庫
国
体
」の
賞
状
に
は
、
杉
原
紙
が
使
用
さ
れ
る

と
あ
っ
て
、
6
月
は
準
備
の
真
っ
最
中
。
関
連
イ

ベ
ン
ト
も
予
定
さ
れ
、
大
き
な
話
題
を
呼
び
そ
う

で
あ
る
。

杉
原
紙
が
千
年
以
上
に
亘
り
天
下
の
名
紙
と

し
て
名
を
馳
せ
た
の
は
、
ま
さ
に
自
生
し
て
い
た
上

質
な
楮
と
清
い
水
、
澄
ん
だ
空
気
、
そ
し
て
自
然

の
恵
み
を
大
切
に
守
っ
て
き
た
技
術
の
賜
物
と
い

え
る
。
こ
れ
か
ら
千
年
二
千
年
と
、
ず
っ
と
受
け

継
が
れ
て
い
っ
て
ほ
し
い
日
本
の
よ
き
伝
統
で
あ
る
。

杉原紙研究所
住所：兵庫県多可郡多可町加美区鳥羽768-46
電話：0795-36-0080
営業時間：午前8時30分～午後5時15分
休館日：水曜休館（水曜が祝日の場合は翌日休館）、年末年始

上：杉原紙で作った葉書、1枚150円。
下：やさしい自然の色合いの名刺入れ、1260円。

涼しげなうちわ、
大1600円と小1100円

巧妙な手つきでいとも簡単
に漉いてしまう井上さん。



（社）兵庫県トラック協会�
環境対策事業計画（平成18年度）�

　トラック運送業界のイメージアップを図りつつ社会との共生をめざすためにも、
業界にとっては看過することのできない重要な課題である「大気汚染」「地球温暖化」

「廃棄物処理にかかる循環型社会構築」など、環境に関連する諸問題に積極的に取り組む。
　なお、CO2削減を目的とし、2006年4月1日に施行された「改正・省エネ」法についても適切に処理する。

また、これらの諸対策を推進する上で重要な車両・機器の導入に際し、引き続き助成措置などの支援策を講じる。

1．自動車ＮＯＸ・ＰＭ法�
 および自治体条例への対応�
　使用過程車の代替がピークを迎える自動車ＮＯＸ・ＰＭ法の車

種規制、首都圏1都3県におけるディーゼル車運行規制、兵庫県に

おける規制地域内（5市地域）への運行規制について全日本トラ

ック協会・近畿トラック協会等と連携しつつ、適切に対応していく。�

　なお、これらの対策として、新長期規制適合車の車種の充実と

従来車価格の維持、ＮＯＸ・ＰＭ低減技術および装置の早期市場

投入を関係先に要望するとともに、別途、上記経済低迷下におけ

る中小企業支援対策の一環として、環境対策に係わる低公害トラ

ックの代替費用の助成など公的支援制度の新設・拡充を引き続き

国や兵庫県に要望していく。�

�

2．低公害車の導入促進および�
 最新排出ガス規制適合車の代替促進�
　環境にやさしい低公害車および最新排出ガス規制適合車への

代替促進を努める。自動車ＮＯＸ・ＰＭ法に対応するための代替

融資にかかる利子補助額の一部を助成するとともに、圧縮天然

ガス（ＣＮＧ）車、ハイブリッド車、新長期規制適合車など低公害車

の一層の普及を図るため、全日本トラック協会および（財）運輸低

公害車普及機構と連携し、低公害車導入促進のための助成事

業を進める。�

　また、特にＣＮＧ車の導入には、天然ガスエコ・ステーションの増

設・営業時間の延長など、インフラ整備および燃料価格の低減と

安定供給が不可欠であるため、今後もその整備・拡充を関係先

に要望していく。�

�

3．排ガスクリーン化対策�
 （黒煙クリーンキャンペーン）�
　特に大都市圏においては、浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）をはじめ

とする大気汚染は依然として厳しい状況にあることから、ディーゼ

ル排出ガス対策として、車両の適切な点検整備の励行、使用過

程車からの黒煙の低減等に取り組むことが肝要である。18年度も

引き続き、関係行政機関、全日本トラック協会と連携し、「ディーゼ

ル黒煙クリーンキャンペーン」を積極的に推進する。�

�

4．アイドリング・ストップ運動の推進�
　大気環境保全ならびに社会との共生を図るため、アイドリング・

ストップ運動を促進し、内外の理解と協力の啓発に努める。�

�

5．エコ・ドライブの啓発および研修�
　自動車排出ガスの低減、燃料節減、交通事故の未然防止に大

きく寄与するエコ・ドライブ（省エネ運転）の啓発を図る。なお、平

成18年度事業として国（国交省・経産省）の施策として実施を予

定されているＥＭＳ（エコドライブ管理システム）普及事業につい

ては、具体的な内容が確定次第、速やかに対応する。�

�

6．グリーン経営認証取得�
　環境改善に向けた取り組みの目標設定とその評価が容易な「グ

リーン経営認証（エコモ財団）」取得を推進し、事業者が自主的

かつ継続的な環境保全活動を行うことにより、環境貢献型経営へ

の改善に努める。�

�

7．関係行政機関および団体との連携�
　近畿運輸局、兵庫県等の関係機関との連携を強化するとともに、

国、地方自治体および関係団体が主催する近畿エコ・トラック推

進協議会など関係会議には積極的に参画し、環境対策事業の推

進を図る。�

�
8．国道43号等における�
 大型ディーゼル車総合対策�
　特に自動車交通の輻輳する関係地域の大気環境を改善する

ため、共同配送による輸送率化あるいは運行経路の変更など迂

回の促進ならびに迂回先道路の通行料金の無料化を関係先に

要望するのをはじめ、大型ディーゼル車通行対策を総合的に推

進する。�

�

9．地球温暖化問題への取り組み�
　世界レベルにおける喫緊の課題である地球温暖化問題につい

て、国・地方自治体・全日本トラック協会の施策に呼応し、トラック

運送業界におけるCO2をはじめとする温室効果ガスの削減に積

極的に取り組む。�

�

10．環境対策に関する広報活動�
　環境対策への取り組みやトラック運送事業の果たす役割など

を一般に周知し、理解を得るため、環境情報誌の刊行等による継

続的な広報を行うとともに、ホームページを利用したタイムリーな

情報の提供に努める。�

I N F O R M A T I O N
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〒657-0043 神戸市灘区大石東町2丁目4-27�
TEL 078（882）5556〈代表〉　FAX 078（882）5565

●発行�

社団法人 兵庫県トラック協会�

〒657-0043�
兵庫県神戸市灘区大石東町2丁目4-27�
TEL078（882）5556　FAX078（882）5565�

http://www.hyotokyo.or.jp/�

●制作協力　株式会社 トライス�

根を意味するROOT。生活の根底を支える�
トラック輸送を彷彿とし、さらにROUTE（ルート）

ともゴロを合わせ親しみやすくしています。�

環境に配慮して古紙配合率100％の再生紙と
大豆インキを使用しています

地球環境を守る、エコドライブを推進します。
まずはアイドリング・ストップから、始めてみませんか？


